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歩合給は給与であるか

事実経緯

2008年4月、A氏はB社に入社し、B社と基本月給1500元プラス歩合給などを内容とする労働契約を締結した。

2009年5月、A氏はB社に辞職願を提出し、B社と業績に応じる歩合給に関する取決書を交わした。その趣旨としては（1）A氏の6項目の歩合給の合計は39937元とする。（2）B社は他社からの契約代金入金後6ヶ月内にA氏の歩合給を精算完了し、最初2ヶ月25％、中間2ヶ月35％、最後2ヶ月40％の比例で支払う。

B社はA氏に歩合給9984.25元を支払った後、契約代金の未入金を主な理由として残りの歩合給をずっと未払っていない。A氏はB社に催促しても応じられず、B社に仲裁を訴え、歩合給の支払を求めた。

仲裁裁決

仲裁委員会は受理後、審理中如何に本案を裁決すべきか意見が分かれた。

1、反対側意見

A氏とB社との取決書にB社は他社の契約代金入金後の6ヶ月内にA氏の歩合給を精算すると決めており、B社がA氏に歩合給9984.25元を支払った事実は取決書に決めている代金を受取ったと認定すべきものとして、残りの歩合給を支払わなければならない。

A氏は、B社勤務中、B社とA氏が働いた後取得する業績給与に取り決めている歩合は給与報酬に属し、支払うべきである。

契約代金の入金かどうかの挙証責任はA氏にあらず、B社にあるので、B社は挙証しなければ、A氏に歩合給を支払う責任を負うべきである。

2、賛成側意見

（1）B社はA氏に約束した月給1500元を支払済、給与減または遅延行為が存在していない。

（2）歩合給は広義上の給与範疇に属するが、給与と異なる側面を有している。当事者間に支払基準、方式、時間など特約があり、且つ、代金回収を前提条件としており、A氏の代金未回収は仕事、また職責を果たされていないと証明し、歩合給を支払ってはならない。

（3）代金回収はA氏が果たすべき職責及び責任である。A氏は回収済かどうかを挙証すべき立場にあり、さもなければ、挙証不能の法律結果を負うものとする。

仲裁委員会は最終的に合議を経て、上記2の賛成側の意見を採用し、裁決した。

コメント

1、最高裁の「民事訴訟証拠に関する若干規定」では、使用者による労働報酬の減少によって発生した労働争議に対しては使用者は労働報酬を減少する状況を含め挙証責任を負うと決めておる。本案の焦点は使用者による労働者の給与減少ではなく、歩合給を支払うべきかどうかの問題である。従って、本案では採用されない。

2、A氏が取決書にある代金回収済を実証できず、即ち双方の約束している歩合給精算の条件を成していないのは本案裁決の拠り所である。

3、本案のように、B社はA氏と交わした労働契約に歩合給について詳細に特約しており、いざ紛争の際、案件を有利な方向へ導いていくのは注目点であろう。


「多国間税収執行共助条約」の加盟について

2013年8月27日に、中国政府は正式に「多国間税収執行共助条約」（以下、本条約という）に調印し56番目の加盟国となった。本稿では本条約の概要を以下の通り取り纏めてみます。

一、背景

中国政府は、99カ国との間で二重課税防止協定及び租税交換協定を結んだが、今の制度では国際税収執行に対応できない。本条約に参加すれば、多国間で構成する徴税ネットワークを生かし、国境を越えた課税逃れを摘発体制を強化することができると判断した。

二、税収執行協力

本条約の締約国間において、（1）租税に関する情報の交換、（2）租税の滞納者の資産、銀行口座または支店が他の締約国にある場合、他の締約国にその租税の徴収、その財産の差止、差押または凍結の執行を依頼すること、（3）租税に関する文書の名宛人が他の締約国にいる場合、他の締約国にその文書の送達を依頼することに関して、相互に行政支援を行うことができる。

三、徴税範囲拡大

本条約は二重課税防止協定及び租税交換協定が適用される所得税の税収執行範囲を超えて、締約国の中央政府或は地方政府が徴税している、関税を除かれる諸税収、社会保険機構の社会保険料まで適用される。

四、海外進出支援

本条約加盟後、中国会社は他の締約国に進出際、自動的に協力的税環境の便宜を享受しやすくなる。同時に、中国の税務機関は本条約に基づいて二重課税防止協定及び租税交換協定を越える紛争を解決し、中国企業の海外進出の後押しをすることができる。

五、脱税行為阻止

中国は今まで外国企業による隠蔽の脱税行為を査察したとしても、執行権に制限され、国境を超えた脱税行為に有効策を講じることができなかった。本条約加盟後、国際的な法的な枠組みから、あらゆる形の情報交換、徴税支援まで広範囲に及ぶセーフガードを提供され、脱税行為だけでなく、マネーロンダリングなど重大犯罪にも対処できる。

また、中国から海外に移した資産を中国当局が把握して、徴税するのは難しい。本条約加盟後、課税逃れを防止する国際協力の網を広げられる。

六、結び

本条約の加盟に伴って、中国当局は加盟国間租税行政の協力を通じて、企業各社の租税回避や域外脱税などに如何に取り組むのか、そして国内実施の際にどのような国内法的な手当がなされるのか、また本条約署名にあわせて、徴税を代行する具体的な税の範囲をどのように定めるのかも注目されるべきであろう。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	中華人民共和国政府の「多国間税収執行共助条約」の加盟について『重要法規解説』をご参照下さい）
	2013/08/27 

	2
	国家外貨管理局の現行有効外貨管理主要法規目録（2013年7月31日まで締切）现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2013/07/31

	3
	品質検験検査総局、税関総署の「出入国検験検疫機構の検験検疫を実施する輸出入商品目録」の公告

	2013/08/01

	4
	国家税務総局の「増値税零税率適用納税サービス税還付（免除）管理弁法（暫行）の公布に関する公告
	2013/08/01

	5
	国務院弁公庁の金融の小零細企業発展支持に関する実施意見
	2013/08/08

	6
	税関総署の「中華人民共和国輸出入禁止物品表」及び「中華人民共和国輸出入制限物品表」関連問題に関する公告
	2013/08/16

	7
	全国人民代表大会常務委員会は国務院を授権し中国（上海）自由貿易試験区で関連法律に決める行政審査批准の暫時調整に関する決定
	2013/10/01

	8
	全国人民代表大会常務委員会の「中華人民共和国商標法」の改正に関する決定
	2014/05/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。
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